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特別報告

地域における自殺予防対策
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目的　地域における自殺予防活動を進めるために， 第82回日本公衆衛生学会公募シンポジウムに

おいて， 3 つの事例を基にディスカッションした。

方法　わが国でもとくに自殺率の高い秋田県では地域高齢者の社会的孤立を防止するための社会

的処方（コミュニティによる社会的孤立を予防するための居場所つくり）の実装を試みるモデ

ル事業が行われた。社会的処方の実装とリンクワーカーの役割を明らかにするため， 質的記

述的研究が実施された。次に， 徳島県の自殺“最”希少地域において「地域にある何が自殺と

関連する因子なのか」を探求したフィールド調査に基づく自殺予防因子に着目した街づくりが

紹介された。久留米市では， かかりつけ医と精神科医療との連携モデルが展開されており，

地域の多くの医療機関の協力によって， 自殺未遂者等対象患者の医療継続のフォローアップ

大勢が構築されていることが報告された。

活動内容　秋田県のモデル事業では， 地域資源のマップやリンクワーカーの機能が社会的処方と

して有用であることがうかがわれたが， 実装には費用面の障害があることが明らかになっ

た。徳島のフィールド調査で観察された自殺を予防する地域の因子は，（1）多様性の重視と維

持，（2）自己肯定感の醸成，（3）つながっているが縛らない， 縛られない， ゆるやかな紐帯，

（4）過ちへの寛容―やり直しのチャンス， そして（5）適切な援助希求行動；助けを求める，

弱音を吐けること， であった。援助支援行動を促す， 町の空間的構造特性として， 路地の多

寡と自殺率の関係も検討されている。また， 子どもと保護者からなるコホートが構成され，

子どもの成長に好ましいと思われる研究成果を報告しながらの調査が行われていた。久留米

市の活動では， 久留米大学病院が中心となって複数の医療機関による定期的な地域連携会議

を実施して， フリーアクセス制度の下では困難な医療機関の連携を実現し， 自殺者数の減少

が確認されていた。

結論　多要因である自殺に対し， その対策も， 医療， 保健セクターを超えた多方面から， 複眼的

に行われる必要がある。自殺予防のスコープは， 子どもの成長を支援する活動にも敷衍さ

れ， 方策は， 人や組織の連携とともに街づくりも含まれることが示された。
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Ⅰ  は じ め に

第82回日本公衆衛生学会シンポジウムにおいて，

地域における自殺予防活動の可能性について 3 つの

報告を基にディスカッションした。全国でも自殺率

の高い秋田県からは， 地域高齢者の社会的孤立を防

止するための社会的処方（コミュニティによる社会

的孤立を予防するための居場所つくり）の実装が試

みられている。全国でも極めて自殺率の低い徳島県

海部町の現地調査から自殺予防因子が抽出され， そ

れに基づく街づくりが紹介された。久留米市でかか

りつけ医と精神科医療との連携モデルが展開されて

おり， 自殺者数をアウトカムとして， 地域の多くの

医療機関の協力による丁寧なフォローアップが成果
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を上げていた。

Ⅱ  方 法

シンポジストの発表内容を基に， 3 つの地域ごと

に， その活動の背景を紹介し， 続けて具体的な活動

内容とその成果を記述した。

なお， 秋田県と徳島県における調査研究は， それ

ぞれ， 秋田県医師会倫理委員会および慶應義塾大学

大学院健康マネジメント研究科倫理審査委員会（受

理番号2017-11）の承認を受けて実施した。その他

の地理的特性の解析等についてはすべて公的統計を

参照して行っている。

Ⅲ  活 動 内 容

1. 秋田発高齢者の孤立を防ぐ社会処方の実装 
～社会的処方・厚生労働省モデル事業～

47都道府県で最も高い老年人口を持つ「秋田県」

は， 過去20年平均的に自殺率が全国で最も高く， と

くに70歳， 80歳以降の高齢者における自殺死亡率

が男女ともに高い1)。自殺の原因・動機別自殺者数

を見ても， 健康問題が圧倒的に多く2) がんなどの身

体的疾患を合併する高齢者はハイリスク集団であ

る。さらに秋田県は市町村のほとんどが過疎地域と

認定されており， 社会的孤立が増えている。秋田大

学は地元県医師会とともに高齢者に対し社会的処方

（social prescribing）を 3 年間の厚生労働省モデル事

業として参画した（図 1）3)。社会的処方とは， 地域

の活動やサービスなどの社会参加の機会を“処方”

し， 高齢者が社会的孤立から予防する取組を指す。

1) 具体的な活動

秋田市・能代市・湯沢市・由利本荘市・横手市の

5 地区で開業している， かかりつけ医 5 人に依頼

し， 通院中の高齢者患者14人を抽出， 社会的孤立を

早期に発見することを目的に問診票を作成した。問

診票には， 独居の有無， 要支援・介護度， 通院以外

に週一回は外出しているか， 経済的困窮度， 活気

度， 家のごみ処理や入浴などの衛生自己管理， 相談

する人の存在， 認知症の 8 項目を含めた。

次に， 5 地区の社会資源マップを作成した。第 1
カテゴリは， 5 地区に共通の公共施設とし， 社会福

祉協議会， 地域包括支援センター， がん相談セン

ターなどを含めた。第 2 カテゴリは， テーマごとの

支援カテゴリ等で， 語り合いサロン， 生活支援， 健

康づくり， 生涯学習等を掲載した。

最後に， 5 地区 5 人の医師と医師が選出したリン

クワーカー 9 人を対象に社会処方の実装について

1：1 半構造化面接を行い質的記述的研究法にて分

析した。

2) 活動の成果

問診票を用いて14人（平均年齢は80歳， 女性12
人）の社会的孤立リスクを評価した。リスク因子 8
項目中， 最大 6 項目が 1 人に， 5 項目が 1 人に認め

られ， いずれも閉じこもりで活気度が低かった。次

に 3 項目が 4 人に認められ， 4 人全員が閉じこも

り， 3 人は活気度の低下を認めた。

5 地区の社会資源マップを図 2 に示す。社会資源

は大きな市に偏在しており， その他の地区では社会

資源は乏しかった。

医師を対象とした分析では， 社会的処方の実装の

図 1
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阻害要因には， 医業との両立における時間的制約，

秋田県という地域ならではの社会資源自体の不足，

患者の健康状態や気候や交通手段等による影響が含

まれた。社会的処方実装の促進要因には患者に寄り

添うリンクワーカーの存在， 医師側からの社会的処

方への期待（社会的孤立の予防）， 社会的資源等の

関連機関での情報共有， 患者に適した社会資源の紹

介， 社会資源参加に適した患者の特性が含まれた。

リンクワーカーを対象とした分析からリンクワー

カーの役割が 2 つ抽出された。それは，“大局をと

らえて社会的処方の実装に向けて動くこと”と“リ

ンクワーカー自体が社会資源として機能する”とい

う役割である。つまり， 継続的な支援で患者の変化

するニーズを把握すること， 多職種連携の強化に協

力すること， 患者の置かれた状況を意識した社会的

処方， リンクワーカー業務の線引きを明確にする必

要性， 物理的な社会資源参加の阻害要因への対処を

検討すること， また， 訪問により詳細に患者の生活

状況を理解すること， 信頼ある身近な相談相手とな

ること， 訪問自体が患者の精神的な面をサポートし

ていること， が含まれた。

2. 日本で “最も” 自殺の少ない町からの学び 
―自殺予防因子の普及と定着に向けて―

11年にわたり減り続けてきた日本の自殺率が

2020年に上昇に転じ， 新型コロナウイルス感染症

感染拡大による社会経済問題の影響が指摘されてい

る。日本の自殺率は経済状態が悪化するたびに上昇

し， 改善されれば下降するという現象を繰り返して

いるが， 真に目指すべきはたとえ経済がどれだけ悪

化したとしても自殺が増えないという社会ではない

か。そのためには， 危険因子への対処だけではなく

「自殺予防因子（自殺の危険を抑制する因子）」も複

眼的に取り入れて検討すべきという主張が報告され

た。

1) 自殺希少地域の特定と自殺予防因子の抽出

自殺多発地域を対象とした自殺危険因子について

は厚い蓄積があるが， 自殺希少地域を対象とした自

殺予防因子の研究は国の内外を問わずほとんど行わ

れていない。岡は日本における自殺希少地域を特定

するために， 平成の大合併前の3,318市区町村の30
年間の自殺統計を参照し， 標準化自殺死亡比を計算

した。図 3 は， その値の分布をヒストグラムで示し

たものである。

岡は自殺“最”希少地域のひとつである徳島県旧

海部町を主たる対象に， 同県にありながら極めて自

殺率の高い自殺多発地域・A 町を比較対象に， 4 年

間にわたる質的 / 量的研究混合アプローチを行っ

た。その結果， 自殺希少地域・海部町においては強

図 2
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く表れ， 自殺多発地域・A 町においては弱い， もし

くは存在しない要素―すなわち自殺予防因子を抽出

した。それらは（1）多様性の重視と維持，（2）自

己肯定感の醸成，（3）つながっているが， 縛らな

い， 縛られない， ゆるやかな紐帯，（4）過ちへの寛

容―やり直しのチャンス， そして（5）適切な援助

希求行動；助けを求める， 弱音を吐けること， であ

る。

2) 自殺予防因子の普及と定着に向けて

ではこうした自殺予防因子はいかにして普及し，

定着させていくことが可能なのだろうか。自然発生

的に存在したかのように見える自殺予防因子ではあ

るが， その発生プロセスの遡及を試みることによっ

て何らかの気づきが得られるのではないかと考え，

現在は主に以下の 2 つの研究を進めている。

(1) 援助希求行動を促す， 町の空間構造特性への

着眼

海部町の空間構造特性―いわゆる街並みの最大の

特徴は「密集」である。海沿いの居住区では家屋が

密接し， 車は入れないが住民が徒歩で移動するため

の細い通路， すなわち「路地」が非常に多い。海部

町では隣人と立ち話をする機会が多いことがわかっ

ているが， 路地が多いという住環境と無関係ではな

いだろう。さらにそれらの路地には， ベンチ代わり

となる「みせ造り」（写真 1）という江戸時代から

続く建築様式が点在し， その現存数は四国一であ

る。

買い物や墓参り， 診療所への行き帰り， これらの

動線上にあるベンチに通りすがりの住民数人が腰か

けて世間話をする様子がよく見られる。当人たちは

無自覚のようであるが， 他愛ない会話を交わす中で

写真 1 みせ造り

図 3 全国3,318市区町村の標準化⾃殺死亡⽐
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自分自身の悩みや隣人の変調， 地域の気がかりな出

来事などが話題に上がり， 問題の早期開示と早期介

入の好循環が根付いていることが観察された。

路地とベンチは， 援助希求の仕掛けとして機能し

ているとは考えられないだろうか。心身ともに弱っ

ている人に対し「悩みがあったら相談に来てくださ

い」と“アウェイ”に呼び出す代わりに，“ホーム”

という日常生活の空間で無意識の悩み相談を習慣化

させることによって， 問題の重症化を防ぐと同時

に， 悩み相談という行為そのものに慣れるという効

果もついてくるのかもしれない。

そこで路地の多寡と地域の自殺率との関係につい

て分析を行うこととなった。土木や都市工学の研究

者や地図会社の協力を得ながら路地の存在を推定す

る指標「路地存在率」を作り， 三重県69旧市区町村

を対象に分析を行ったところ， 標準化自殺死亡比と

の間には有意な負の相関が示された。コミュニティ

の中に路地が多いと住民間の観察や交流が促され，

問題の早期開示と早期介入が進み， 自殺への傾きが

抑制されるという仮説と， 矛盾しない結果を得てい

る。

(2) 思考や行動様式の習得プロセスを観察する 
試み

海部町住民の独特の行動様式はよく指摘されると

ころであるが， いかにして習得してきたかを当人た

ちは説明することが出来ない。そこで岡は， 2017
年より海部町を含む徳島県の 2 自治体で子どもコ

ホートスタディ「未来を生き抜く力， 見つけたい」

を開始し， 子どもが望ましい社会規範意識を習得す

ることの促進 / 阻害要因を探索してきた。

毎年， 市町立小学校 5 年生全員がベースライン調

査に参加し， 以後隔年で中学 1 年時， 中学 3 年時に

追跡調査を受ける。同時に児童生徒の保護者代表 1
人に対しても成人用質問紙を配布し， 回答を返送し

てもらうことによって， 子どものみならず親子関係

や地域社会の構成員からの影響についても検討して

いる。これまでに約800人の子どもと約600人の保

護者が調査に参加した。

これまでに行った分析の結果，「統計的思考（柔

軟な思考）」を持つ子どもは多数意見に流されにく

く， 自己肯定感が有意に高い傾向にあった。またそ

の統計的思考は心の健康バランスに寄与する一方

で， 保守的な男女役割観を持つ大人が周囲に多い場

合には阻害される可能性が示唆されている。「男の

くせに」「女なんだから」といった昔ながらの男女

役割観は日常生活の中でよく見受けられるが， 子ど

もたちはそうした価値観に曝露するうちに徐々に視

野を狭めていく可能性があることをこの分析結果は

示唆している。悪気なく発している言葉や振る舞い

が子どもたちの成長に少なからぬ悪影響をあたえる

可能性に目を向けてもらえればと思い， 分析結果の

報告書は毎年参加者全員の保護者と教育や福祉関係

者へ届けている。

3. 久留米市におけるうつ病診療連携による自殺
対策―多職種連携による地域ネットワークの構
築―

福岡県久留米市は， 2005年の 1 市 4 町合併に

よって中核市となり， 2008年に久留米市保健所が

設置されている。人口は300,516人で， 65歳以上人

口は84,517人（高齢化率：28.1％）である（2024年
4 月）4)。久留米市には， 4 の医師会と420の医療機

関が開設されている。

久留米市では， 久留米大学との緊密な協力体制を

基盤として， 2010年からうつ病診療連携による自

殺対策を推進し， 着実な成果をあげている。本シン

ポジウムでは， この地域での自殺対策の概要， その

実績と自殺者数の変化に関する理解が深められた。

1) 実際の活動

(1) 久留米市における自殺対策

久留米市における自殺対策の基本コンセプトは，

多職種連携による地域ネットワークの構築であ

る5～7)。 3 つの側面から構築を進めていた。

①紹介システムの構築と記録の共有

2010年から， うつ病の疑われる患者を， かかりつ

け医（内科医等）が精神科医へ紹介するシステム

を， 久留米市全体で導入した。精神科医への紹介状

を 3 枚複写にし， 紹介元， 紹介先に加え， 13の精

神科病院の精神保健福祉士が事務局を担う「うつ病

ネットワーク事務局」で保管することにした。うつ

病の症状のひとつである「不眠」を加えた判断基準

を盛り込んだ8)。本人の同意の下で，「紹介」とい

う事象を地域の関係機関で把握し， うつ病の疑われ

る患者の未受診者を把握することを可能にした。

②コーディネート機能の強化

「うつ病ネットワーク事務局」の精神保健福祉士

は， 紹介患者が精神科を受診しているかを定期的に

把握するとともに，「紹介」が発生したことを個人

情報を伏せて保健所へ報告している。

自殺企図の背景には， 法律・経済的な問題がある

場合は少なくない。福岡県司法書士会は， 司法書士

を医療機関等に派遣し， 法的支援を行っている

（ベッドサイド法律相談事業）。2013年からは福岡

県弁護士会による自死問題支援者法律相談制度が実

施されている。

③地域連携会議の継続的な実施

2011年から， かかりつけ医と精神科医との合同研
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修会を毎年 2 回程度実施し， 紹介元と紹介先の医師

の交流を続けている。また， 紹介の現状や転帰の確

認などを行うために， 2010年当初から，「うつ病

ネットワーク検討会」を年 9 回程度実施している。

さらに月に 1 度程度， 久留米大学において保健所職

員， うつ病連携システム推進員である精神保健福祉

士， 弁護士， 精神科医が連絡会議を開催している。

連絡会議では， 毎月の精神科へ紹介受診された件数

と診断， かかりつけ医が精神科へ紹介したが， 受診

しなかった件数とその転帰， および久留米大学病院

高度救命救急センターの自殺未遂者の転帰（精神科

治療の継続と再企図防止の検証）が報告され， 課題

についての検討がなされている。

以上を模式的にまとめた概要が図 4 である。ゲー

トキーパーとは， 周囲の人の変化に気付くことので

きる職業・組織の関係者で， 地域における多様な関

係者を意味する。

(2) 保健所からみた自殺対策

公衆衛生の観点から， 久留米市保健所自殺未遂者

支援の概要図を示す（図 5）。自殺企図で医療機関

に搬送された住民・患者を， 必要であれば医療機関

もしくは地域の社会資源へつなぐ役割に加え， 久留

図 4 自殺対策「久留米方式」の概要

図 5 久留米市保健所における自殺未遂者支援の概要図



489第71巻　日本公衛誌　第 9 号2024年 9 月15日

米市保健所では， 住民・患者が， かかりつけ医・産

業医， そして精神科医へ適切に受診をしているか

を， 個人情報へのアクセスをしない方法で検討でき

る。

2) 活動の成果

うつ病診療連携による自殺対策により， かかりつ

け医から精神科医へ行われた紹介件数は， 2010年
から2023年 3 月までに， のべ14,162件であった。

2011年半ばから紹介件数は増加し， 紹介率は毎月

約100件（人口10万人対約33件）であった。新型コ

ロナウイルス感染症の時期に紹介が減少したがその

後回復， ただ近年ではやや減少傾向にある。

久留米市の人口当たりの自殺者数は， 2010年から

ほぼ一貫して， 減少を続けてきた。新型コロナウイ

ルス感染症の感染拡大期に増加したが， その後は減

少に転じている。久留米地域における「うつ病診療

連携による自殺対策」のコンセプトは， 宮崎県およ

び沖縄県那覇市での自殺対策に活かされている。

Ⅳ  考 察

自殺対策に向けた取り組みとして， 秋田県では地

域高齢者の社会的孤立にフォーカスし， それを防止

する取組が， 秋田大学と県医師会， 県庁福祉部， 自

治体保健師の協力の下行われてきた。高齢者におけ

るメンタルヘルスの問題が大きく， どのように社会

的処方（社会資源につなげる取組）を実装させるか

が， この 2 年間議論されてきた。社会的処方（コ

ミュニティによる社会的孤立を予防するための居場

所つくり）は全国的に広がり， 厚労省のモデル事業

にもなっている。

問診票調査より社会的孤立には閉じこもりや活気

度の低下が高率にみられた3)。社会資源マップから

比較的大きな市に社会資源が偏在しており， 山間部

や海岸の地域では社会資源は乏しいことがわかっ

た3)。構造化面接で明らかにされた因子は， 社会的

処方の実装を地域で進めていく上でのヒントとなっ

た。リンクワーカー自体が重要な社会的資源になり

うる可能性も示唆された9)。しかしながら， 誰がそ

の金銭的な補助を行うのか課題も多くあがった。医

師の面接からは， 問診票には通常の医師の診療外の

項目も多く含まれており， またリンクワーカーを見

つけ， 患者を紹介するとなると， 医師の負担はかな

り大きいことも明確となった10)。

自殺“最”希少地域のひとつである徳島県旧海部

町を主たる対象に行われた 4 年間にわたる質的 / 量

的研究が実施され， 自殺予防因子として 5 つの因子

が抽出された。自殺予防因子を普及し， 定着させて

いくため， 援助希求行動の醸成と思考や行動様式の

習得プロセスについての研究から， 路地やベンチの

存在など構造的な側面を含む街づくりのヒントが得

られた。徳島県の 2 自治体の市町立小学校 5 年生全

員とその保護者が参加するコホートで， 自己肯定感

の高い子どもの特徴として「統計的思考（柔軟な思

考）」が抽出され， 子どもの時からの環境調整を目

的とした緩やかなフィードバックを行いながら， 未

来を生き抜く力を見つけるための研究が行われてい

る。

久留米市で2010年から実施されているうつ病診療

連携による自殺対策の概要が紹介された。メンタル

ヘルス問題での偏見（スティグマ）は援助希求行動

に影響する。メンタルヘルス問題に対する偏見の希

求行動への影響にかんする研究成果も蓄積されつつ

ある11)。久留米市では， 医療者の精神障害・精神科

への偏見の解消を， 連携強化という取組で進め， 市

民の適切な支援を促進することで， 自殺対策を推進

していると捉えることができる。

「紹介」の結果を， 地域で確認するシステムを，

個人情報に配慮しながら構築していることは注目に

値する。紹介された患者が実際に精神科を受診した

か確認するだけではなく， 自殺企図者の丁寧な検討

によって， 紹介患者の転帰の確認とその後の支援の

可能性の検討を継続している。

単一地域における経年的な変化から， うつ病診療

連携による自殺対策とその効果・インパクトについ

て考察を深めてきた。すでに他の地域へも技術移転

がなされていることを考えると応用可能な要素があ

ることを示唆している。

Ⅴ  お わ り に

今回のシンポジウムでは， 地域における活動か

ら， 社会的な資源を提供するにあたっての阻害要因

と促進要因， および促進要因となるリンクワーカー

の機能， うつ病の紹介情報を共有し， 各専門から支

援を提供する専門職群とその連携システムの確立

例， 住民の人生観や処世術といったソフトな因子と

ともに路地やベンチの分布などの地域社会の構造も

自殺予防因子として抽出して自殺対策に適用しよう

とする試みなどが紹介された。いずれの活動も， 利

用可能なあらゆるリソースを動員する点に共通点が

あった。秋田の取り組みでは， 地域医師会， 行政，

大学のネットワークが， 久留米市では， 弁護士会，

司法書士， 救命救急士， 専門医， 行政， 精神保健福

祉士等の専門職の連携にはじまり， ゲートキーパー

にはありとあらゆる職種の連携が見られた。また，

それらリソースのネットワークづくりには首長など

組織の中心人物との関係性の構築がキーになること
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が披歴された。秋田と徳島の事例では， 地域資源の

存在など街づくりに関する知見が得られた。多要因

である自殺に対し， その対策も， 医療， 保健セク

ターを超えた多方面から， 複眼的に行われる必要が

ある。自殺予防の対象は， 子どもの成長を支援する

ことにもスコープが広がり， 方策は， 人や組織の

ネットワークだけではなく街づくりにも及ぶことが

示された。
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